
 

化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針       

（平成 27 年９月 18 日付け指針公示第３号）抜粋 

 

９ リスクの見積り 

（１） 事業者は、リスク低減措置の内容を検討するため、安衛則第 34 条の２の７第２項に

基づき、次に掲げるいずれかの方法（危険性に係るものにあっては、ア又はウに掲げ

る方法に限る。）により、又はこれらの方法の併用により化学物質等によるリスクを見

積もるものとする。 

   ア （略） 

   イ 当該業務に従事する労働者が化学物質等にさらされる程度（ばく露の程度）及び

当該化学物質等の有害性の程度を考慮する方法。具体的には、次に掲げる方法があ

るが、このうち、（ア）の方法を採ることが望ましいこと。 

（ア） 対象の業務について作業環境測定等により測定した作業場所における化学

物質等の気中濃度等を、当該化学物質等のばく露限界と比較する方法 

（イ） 数理モデルを用いて対象の業務に係る作業を行う労働者の周辺の化学物質

等の気中濃度を推定し、当該化学物質のばく露限界と比較する方法 

（ウ） 対象の化学物質等への労働者のばく露の程度及び当該化学物質等による有

害性を相対的に尺度化し、それらを縦軸と横軸とし、あらかじめばく露の程度

及び有害性の程度に応じてリスクが割り付けられた表を使用してリスクを見

積もる方法 

   ウ （略） 

（２）～（４） （略） 

 

10 リスク低減措置の検討及び実施 

（１） 事業者は、法令に定められた措置がある場合にはそれを必ず実施するほか、法令に

定められた措置がない場合には、次に掲げる優先順位でリスク低減措置の内容を検討

するものとする。ただし、法令に定められた措置以外の措置にあっては、９（１）イの

方法を用いたリスクの見積もり結果として、ばく露濃度等がばく露限界を相当程度下

回る場合は、当該リスクは、許容範囲内であり、リスク低減措置を検討する必要がな

いものとして差し支えないものであること。 

ア 危険性又は有害性のより低い物質への代替、化学反応のプロセス等の運転条件の

変更、取り扱う化学物質等の形状の変更等又はこれらの併用によるリスクの低減 

イ 化学物質等に係る機械設備等の防爆構造化、安全装置の二重化等の工学的対策 

ウ 作業手順の改善、立入禁止等の管理的対策 

エ 化学物質等の有害性に応じた有効な保護具の使用 

（２）～（４） （略） 

参考資料５－３ 



化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針について  

（平成 27 年９月 18 日付け基発 0918 第３号）抜粋 

 

９ リスクの見積もりについて 

（１）、（２） （略） 

（３）指針の９（１）イに示す方法は化学物質等による健康障害に係るリスクの見積りの方

法について定めたものであるが、その実施に当たっては、次に掲げる事項に留意するこ

と。 

  ア 指針の９（１）イ（ア）は、化学物質等の気中濃度等を実際に測定し、ばく露限界

と比較する手法であり、ばく露の程度を把握するに当たって指針の９（１）イ（イ）及

び（ウ）の手法より確実性が高い手法であること。 

  イ 指針の９（１）イ（ア）の「気中濃度等」には、作業環境測定結果の評価値を用い

る方法、個人サンプラーを用いて測定した個人ばく露濃度を用いる方法、検知管により

簡易に気中濃度を測定する方法等が含まれること。なお、簡易な測定方法を用いた場合

には、測定条件に応じた適切な安全率を考慮する必要があること。また、「ばく露限界」

には、日本産業衛生学会の許容濃度、ACGIH（米国産業衛生専門家会議）の TLV-TWA

（Threshold Limit Value – Time Weighted Average ８時間加重平均濃度）等がある

こと。 

  ウ 指針の９（１）イ（ア）の方法による場合には、単位作業場所（作業環境測定基準

第２条第１項に定義するものをいう。）に準じた区域に含まれる業務を測定の単位とす

るほか、化学物質等の発散源ごとに測定の対象とする方法があること。 

  エ～カ （略） 

（４）から（７） （略） 

 


